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序     文 
 

日本国政府はケニア共和国政府の要請に基づき、ナイロビ都市開発マスタープラン策定プロジ

ェクトの実施を決定し、国際協力機構がこの調査を実施することといたしました。 

 

国際協力機構は、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成24年7月18日から7月24日まで

の7日間にわたり、国際協力機構 国際協力専門員 鈴木正彦を団長とする詳細計画策定調査団を現

地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともにケニア共和国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査の結

果を踏まえ、本格調査に関する討議議事録（R/D）に署名しました。 

 

本報告書は、今回の調査結果を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査

に資するためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し心より感謝申し上げます。 

 

平成24年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の長期国家開発計画であるKENYA VISION 2030及びそ

の中期計画においては、2030年までに同国が中所得国入りすることを目標にしている。同国の首

都であるナイロビ市は、経済のみならず、政治的、社会的にも非常に重要な位置を占めており、

KENYA VISION 2030に則り、今後も同国の持続的な発展を牽引していくことが期待されている。

しかしながら、ナイロビ市は、包括的な都市計画が1973年以来更新されておらず、都市開発の方

向性は定まっていない。20世紀後半以降の農村から都市への人口の流入もあり、1980年に80万人

であったナイロビ市を含む首都圏の人口は、2009年には310万人となっており、さらに2030年には

520万人まで膨らむことが見込まれている。加えて、交通渋滞、スラムの拡大、環境悪化、汚染等

の問題が長年放置されてきた結果、近年において経済活動や住民生活に著しく支障をきたすほど、

問題は深刻化している。今後の更なる発展のためには、他セクターに跨る都市計画を策定のうえ、

交通網、廃棄物処理体制、給水、居住環境などを整備していくことが喫緊の課題となっている。 

このような状況を受け、ケニア政府はナイロビ首都圏を対象とした都市開発マスタープランの

策定を要請した。 

国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は2011年10月にプログラム形成調

査を実施し、ナイロビ都市開発分野における現状、開発課題、関連施策及び他の開発パートナー

の動向等に係る情報収集・分析を行い、都市開発計画管理及び基礎インフラ整備の視点等を踏ま

えつつ、協力プログラムの見直しを行った。この結果、第1フェーズとして、都市開発マスタープ

ラン（Master Plan：M/P）の策定において土地利用計画（空間計画）と各セクターの状況把握・分

析を行い、第2フェーズとしてM/P管理能力向上を目的とした技術協力及び各セクターにおけるプ

ロジェクトを行うこととした。 

 

１－２ 詳細計画策定調査の目的 

本格調査の範囲、内容、実施条件などについてケニア側と討議議事録（Record of Discussion：R/D）

の協議・検討、本格調査の実施に必要な情報収集及びケニア側の受入体制の確認を行うことを目

的とする。 

 

１－３ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所  属 

総括 

Leader 

鈴木 正彦 

Mr. Masahiko SUZUKI

国際協力専門員 

Senior Advisor 

協力企画/環境社会配慮 

Cooperation 

Planning/Environmental 

and Social Considerations

田中 幸成 

Mr. Yukinari TANAKA

経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開発第

二課 

Assistant Director, Peace Building and Urban And 

Regional Development Division 2, Economic 

Infrastructure Department 
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１－４ 調査日程 

No Date 
JICA members 

Stay 
Mr. Suzuki Mr. Tanaka 

1 7/17 Tue 21:20 Dep. Narita（EK319）  

2 7/18 Wed 

 3:10 Arr. Dubai 

10:45 Dep Dubai（EK719） 

14:45 Arr. Nairobi 

17:00 Meeting with JICA 

Nairobi

3 7/19 Thu 
 9:00 City Council of Nairobi, Ministry of Local Government 

10:30 Discussion of R/D with CCN, MoLG 
Nairobi

4 7/20 Fri 
 8:30 Ministry of Lands, Survey of Kenya 

12:00 Discussion of R/D with CCN 
Nairobi

5 7/21 Sat Internal Meeting Nairobi

6 7/22 Sun Internal Meeting Nairobi

7 7/23 Mon 14:30 Signing of R/D Nairobi

8 7/24 Tue 

 8:00 Report to JICA 

 9:00 Report to EOJ 

16:40 Dep. Nairobi（EK720） 

22:40 Arr. Dubai 

 

9 7/25 Wed 

 2:50 Dep Dubai（JL5096） 

17:35 Arr Narita 

 3:05 Dep Dubai（EK384） 

12:25 Arr Bangkok 

13:40 Dep Bangkok（PG933） 

14:50 Arr Phnom Penh 

 

 

１－５ 主要面談者リスト 

（1）Ministry of Local Government 

Prof. Karega Mutahi, Permanent Secretary 

Amb. P. R.O. Owade, Secretary Local Authorities Administration 

Enogh Onyengu, Director of Urban Development Department（UDD） 

Patrick Adohor, Deputy Director of UDD 

（2）City Council of Nairobi 

Roba Duba, Town Clerk 

Odongo Patrick Tom, Director of City Planning 

Rose Muema, Deputy Director City Planning 

Sammy Muthama, City Engineer 

（3）Ministry of Land 

Ephantus Murage Mundia, Director of Surveys 

（4）Survey of Kenya 

Bowers N. Owino, Deputy Director of Surveys 
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Polly Gitimu, Senior Assistant Director 

Charls Mwang, Principal Cartographer 

D. M. Likalamu, Chief Cartographer 

Muturi C. Tatua, Pringpac Photogrammerist 

Lucy W. Mburu, Surveyer 

（5）在ケニア日本大使館 

松浦 宏、一等書記官 

秋山 義典、二等書記官 

（6）JICAケニア事務所 

江口 秀夫、所長 

花井 淳一、次長 

野田 光地、所員 

加藤 真理、所員 

Steve N. Mogere, PhD、ナショナルスタッフ 

 

１－６ 団長所感 

本調査は2011年10月に実施されたプログラム形成調査の結果を受けて、ナイロビ市の都市開発

マスタープランの策定（第1フェーズ）に向けて都市開発マスタープランの策定内容の協議を行う

とともに、相手側機関であるナイロビ市当局、並びにケニア政府内の実施体制の確認、実施に必

要な補足情報の収集を行いR/Dの締結を行ったものである。第2フェーズの実施後にはマスタープ

ランに基づき都市開発に必要な技術協力と各サブセクターにおける案件形成（無償、有償案件等）

をめざした協力準備調査の実施（第2フェーズ）が想定されている。 

ナイロビ市における都市開発セクターは近年、急激な展開を見せており、特に都市交通分野に

おいてはモンバサ道路（空港‐ナイロビ市内間）、ティカ道路、ランガタ道路等、中国支援による

フライオーバー整備を含めた都市幹線道路の改良整備が矢継ぎ早に実施されている。また、日本

も2005年に実施した都市交通M/Pに基づくミッシングリンク道路やウゴング道路整備がようやく

実施、または近々実施予定となっている。しかしながら有効な都市計画・土地利用規制のない中

で、近年のナイロビ市の都市の発展は拡大の一途をたどっており、都市交通セクターばかりでな

く他の都市開発セクターも含めて改めて長期的なビジョンと都市計画、土地利用計画の中で整合

性を持って開発・整備を行っていく必要があり都市開発マスタープランの策定は必須のものと考

えられる。以下、今次R/Dを締結した「ナイロビ市都市開発マスタープラン策定プロジェクト」の

実施に際し留意すべき事項を挙げる。 

 

（1）スラム地区の取り扱い 

今次協議においてはナイロビ市内に複数箇所存在しているスラム地区については前回調査

の協議経過に従っていかなる開発プランも策定しないということを改めて確認・合意した。

既存のスラム地区は現状として多くの住民が居住し生活を営む住居区域となっていることか

ら可能な限り実態に即した人口・世帯数の把握が必要である。 

最近、公表されている2009センサスにおけるキベラ地区の人口は140,000人程度（キベラの

スラム地区を構成すると思われる2地区の合計）となっているが、70－100万人ともいわれる
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キベラの実態とはかけ離れている。ナイロビ市の社会経済フレームの設定等にあたってこれ

らの実態に即した人口データは必要不可欠であり、スラム地区内でのこうした調査が実施不

可能であることを考慮すると可能な限り正確なデータの提供をケニア側に要請せざるを得な

い。 

また、スラム地区内での生計活動もインフォーマルとはいえども実態として相当の規模で

行われていることが窺われるが実態を把握することは難しく、ナイロビ市の社会経済分析に

及ぼす影響も少なからず派生するものと思われる。スラム地区の取り扱いにあたっては都市

計画策定にネガティブな影響を与えることが考えられるが、少なくとも調査にあたってはス

ラム地区の個所の特定と、人口・世帯規模を把握することが肝要である。 

 

（2）大統領選挙と省庁再編 

本プロジェクトは今年後半にも開始が予定されているが、ケニアにおいては2013年3月、大

統領選挙が予定され、その後の新大統領の確定まで時間を要すること、また新大統領の下で

の政府行政機構、省庁の改編が予想され、プロジェクトの実施に影響があることが懸念され

る。また、協議においてはナイロビ市の行政機構についても名称の変更のみならず人事の異

動も含めた大幅な行政機構改編もあり得るとの話題も関心を集めた。特に、ナイロビ市の地

方自治体としてのステータスの変更（現在は自治省の管轄）は合同調整委員会（ Joint 

Coordination Committee：JCC）の構成にも影響を与えることが懸念される。 

都市計画の策定には多くのステークホルダーが関係しており省庁、実施機関の協調と相互

協力が欠かせない。プロジェクトの実施体制は関連官庁の代表者によるJCCを組織して運営に

あたることとなるが、選挙から新大統領の確定までの期間や政府再編に絡む移行期の対応、

ナイロビ市機構改編の動向など多くの不確定要素がプロジェクトの実施に立ちはだかってい

る。現時点からどのような対応が可能か対応策も含めて留意しておく必要がある。 

R/Dの中の協議確認事項として移行期におけるカウンターパートの確保をJCCの裁量として

求めているが、プロジェクトにおける人員配置に明確なJCCの意思決定を求めることは過大な

期待ではないかとの懸念もある。 

 

１－７ 協議概要 

協議の結果、次の項目を本格調査の内容とすることで合意し、R/Dを締結した。 

■目標年：2030年 

■調査期間：15カ月 

■調査項目： 

i. Review and analysis of the current situation 

ii. Review policy, related plans and social economic data 

iii. Review existing rules and regulations and to analyze existing urban development master plan 

iv. Review the existing sector plans 

v. Analysis of development potentials, challenges and constrains toward future development in the City 

of Nairobi 

vi. Setting of socio-economic framework 

vii. Develop a methodology/ approach for formulating the Master plan 
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viii. Formulation of development vision in line with Kenya Vision 2030 and Nairobi Metro 2030 

ix. Formulation of Structure plan including Land use 

x. Stakeholder consultations 

xi. Review and analysis of urban social services （public education, health facilities community facilities 

etc） 

xii. Analysis of alignment between the land use plan and each sector’s basic concept 

（ Road/Transportation, Power, water supply, sewage system, telecommunication, environmental 

management） 

xiii. Analysis of institutional arrangement, legal framework for urban planning and human resource 

development for Nairobi master planning 

 

主な協議結果は以下のとおり。 

（1）カウンターパート及び実施体制 

カウンターパートについては、プロジェクト開始までに氏名等JICA事務所宛に提出するこ

とで確認した。また、プロジェクト用の事務所を市役所内に用意することを確認した。 

プロジェクトの実施体制については、地方自治省を責任機関とし、ナイロビ市役所が実施

機関となる。JCC及びテクニカルワーキンググループ（Technical Working Group：TWG）にお

いて、都市開発マスタープラン策定に関連する関係機関との調整を行うこととした。 

なお、2013年3月に実施される選挙によりカウンターパートが散逸することがないよう継続

して業務にあたるよう要請するとともに、JCCにおいて本件について調整を行うこととした。 

 

（2）スラム地区の取り扱いについて 

ナイロビ市内のスラムは市内中心部に位置しており、スラムの人口は100万人以上とも言わ

れている。都市計画を行うにあたり、無視できる規模ではないため、本プロジェクトにおけ

るスラムの取り扱いについては、住宅地として取り扱うこととした。 

また、都市計画策定に必要な基礎的統計データ（人口、男女比、世帯数など）については、

プロジェクト開始前までに、ナイロビ市からJICA宛に提示される。 

 

（3）地図データについて 

ケニアでは、これまで技術協力プロジェクト「ケニア測量地図学院プロジェクト」

（1994-2001）、開発調査「ナイロビ市GISデータ基盤整備計画調査」（2002-2005）、個別専門家

「測量地図アドバイザー」（2003-2005）、2006年に「ケニア国GIS利活用促進のための測量局

能力強化プロジェクト」が実施されており、測量・地図分野において大きな協力実績がある。

これまでのプロジェクトにおいて導入された地理情報システム（Geological Information 

System：GIS）データについては、土地省測量局（Ministry of Land, Survey of Kenya）を通じて、

プロジェクトに無償で提供されることを確認した。 

なお、プロジェクトにて作成した空間計画のデータについては、国家空間データ基盤基準

（Kenya National Spatial Data Infrastructure Standards：KNSDI）に準じて策定することとし、そ

のデータについては、土地省測量局と共有する必要がある。 
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（4）各セクターにおける既存計画との整合性 

各セクターにおいては、既存計画が存在し実行中であるため、今回策定されるM/Pとの整合

性が保たれるよう関係機関と調整することとする。 
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第２章 ナイロビ市の現状と課題 
 

２－１ ケニア及びナイロビ市の概要 

２－１－１ ケニアの概要 

（1）位置・自然状況 

ケニアは、インド洋に面する当部アフリカの赤道直下に位置し、北にエチオピア、北西

にスーダン、東にソマリア、南にタンザニア、西にウガンダと国境を接している。国土面

積は約58万km2で、インド洋沿岸部から海抜152mまでの平和部、海抜900mを超える高地帯

（Kenya Highlands）まで、変化に富む地形が特徴的である。高地帯は、リフト・バレーの

東側、ナイロビ周辺を含む中央部の高地帯は肥沃で、ケニアの農業の中心地であるととも

に、ケニアで最も標高が高いケニア山（標高5,199m）や、ナイバシャ湖（淡水湖）やナク

ル湖、エレメンタイタ湖（どちらも塩水湖）を有する。南西部には、アフリカ最大の湖で

あり、ウガンダ、タンザニアの国境とも接しているヴィクトリア湖があり、その流域に広

がる平野部では灌漑農業が行われている。北部は主に乾燥地帯となっている。インド洋に

面する沿岸地域にはケニア最大のモンバサ港があり、ウガンダ、ルワンダ、ブルンジ等の

内陸国の外港としても機能している。 

ケニアの気候は中央部の高地帯とリフト・バレー、インド洋沿岸部、西部の湖岸地帯、

北部の砂漠地帯と様々で、気温、雨量が大きく異なる。 

高地帯とリフト・バレーの地域は年間を通じて涼しく（平均気温は18℃）、空気も乾燥し

ており、ケニアでも最も快適で過ごしやすい気候といえる。降水量は1番少ない7月で月間

約20mm、1番多い4月で月間約200mmである。赤道直下のため四季はないが、この地域では

1年に2回雨季があり、3月～6月は「長雨季」、10月～11月は「短雨季」といわれる。 

標高の低いインド洋沿岸地方は典型的な熱帯性気候で、海風の影響で1年を通して蒸し暑

く、年間を通じて高温多湿である。降水量は1月～2月が月間約20mmで最も少なく、4月～5

月は月間200～300mmである。 

西部（ヴィクトリア湖周辺）の湖岸地帯は沿岸地方と同様に高温だが、湿度は多少低い。

沿岸地方よりも雨量は多く、降水量は4月最も多く月間約200mmである。1月が最も少なく

月間80mm程度である。 

北東部は砂漠気候で、日中の気温は40℃近くまで上がり、朝は20℃以下まで下がること

もある。雨はめったに降らないものの、降るときには激しい嵐になる場合が多い。降水量

は年間で200mm程度である。 

ケニアでは、定期的に旱魃が起こる傾向があり、大規模なものは10年ごと、小規模な旱

魃は3、4年ごとに起きている。特に乾燥・半乾燥地では、深刻な旱魃が局所的に頻繁に生

じている。 
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表２－１ 主要都市の気温（℃）・降水量（mm） 

 ナイロビ モンバサ キスム ロドワル 

最低

気温 

最高

気温

降水

量 

最低

気温 

最高

気温

降水

量 

最低

気温

最高

気温

降水

量 

最低

気温 

最高

気温 

降水

量 

1月 11.5 24.5 64.1 23.2 32.0 33.0 23.8 20.6 79.0 22.1 35.6 8.0 

2月 11.6 25.6 56.5 23.6 32.3 15.0 24.1 30.8 84.0 23.2 36.2 8.0 

3月 13.1 25.6 92.8 24.2 32.6 56.0 24.1 30.4 169.0 24.2 36.4 21.0

4月 14.0 24.1 219.4 23.9 31.2 163.0 23.4 28.8 213.0 24.5 35.1 48.0

5月 13.2 22.6 176.6 22.7 29.3 240.0 22.8 28.2 167.0 24.6 34.7 24.0

6月 11.0 21.5 35.0 21.3 28.4 80.0 22.2 27.9 85.0 24.2 34.1 9.0 

7月 10.1 20.6 17.5 20.4 27.7 70.0 21.9 27.7 85.0 23.7 33.1 19.0

8月 10.2 21.4 23.5 20.3 27.9 66.0 22.2 28.2 81.0 23.8 33.6 10.0

9月 10.5 23.7 28.3 20.8 28.8 72.0 22.8 29.4 90.0 24.3 35.0 5.0 

10月 12.5 24.7 55.3 22.0 29.6 97.0 23.8 30.5 95.0 24.8 35.4 9.0 

11月 13.1 23.1 154.2 23.1 30.6 92.0 23.7 30.1 139.0 23.8 34.7 17.0

12月 12.6 23.4 101.0 23.3 31.6 75.0 23.5 29.9 101.0 22.5 30.5 12.0

出典：World Weather Information Serviceより作成 

 

（2）社会・経済 

ケニアは、2008年の国民総所得（Gross National Income：GNI）が284億米ドル、1人当た

りGNIは730米ドル、経済成長率1.6％（いずれも世界銀行）を示している。比較的工業化が

進んでいるものの、コーヒー、茶、園芸作物などの農産物生産を中心とする農業国である。

国内総生産（Gross Domestic Product：GDP）比では第1次産業26％、第2次産業18％、第3次

産業56％（世界銀行）であり、労働人口の60％は農業に従事している。 

1990年代後半、旱魃及びエルニーニョ現象による大雨のため農作物やインフラに深刻な

被害が生じ、治安の悪化もあって、2000年にはマイナス成長となったが、2003年以降は好

調な経済成長を記録していた。 

他方、2008年度の世界的な金融危機により2008年度のGDP成長率が1.6％、2009年度のGDP

成長率が2.6％と低迷したが2010年度以降は回復傾向となり、2010年度は5.6％、2011年度は

4.4％のGDP成長率（世界銀行）となっている。今後もGDP成長率5.0％以上が見込まれてい

る。 

2008年6月、ケニア政府は2030年には中所得国入りをめざす長期経済開発戦略「KENYA 

VISION 2030」、及び同戦略の第一次5カ年中期計画を公表した。この戦略を軸に、1）2030

年までに毎年平均経済成長率10％以上の達成、2）公平な社会発展と清潔で安全な環境社会

整備、3）民主的政治システムの持続をめざすとしている。 
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２－１－２ ナイロビ市の概要 

（1）位置・自然条件 

ナイロビ市はケニアの中央部に位置する首都であり、また同国最大の都市である。同市

は、19世紀末に建設された港湾都市モンバサからヴィクトリア湖畔のキスムを結ぶウガン

ダ鉄道の給水及び補修の拠点として創設された都市であり、その後、恵まれた気候や交通

条件により成長を遂げた。 

ナイロビ市は1969年に現在の市域に拡大されており、その面積は684km2である。市内は8

つの地区（Constituency）に区分されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Source：City Council of Nairobi 

図２－１ ナイロビ市とその行政区 

 

ナイロビ市は緩やかな丘陵地形が特徴である。標高はおよそ1,800mに位置する。市域の

最低点（標高1,460m）は東の境界のアティ（Athi）川沿い、また最高点は市域の西側の境界

（標高1,920m）である。ナイロビ市の西部にはナイロビ国立公園があり、市域の117km2を

占める。 

ナイロビ市の市域は、大半がAthi川及びその支流のNairobi川、モコイェティ（Mokoyeti）

川の流域を形成する。後者は主としてナイロビ国立公園を流域とし、前者はそれ以外のナ

イロビ市域を流域とする。 

ナイロビの位置するリフト・バレー・中央山岳地帯は熱帯にありながらも標高が高いた

め、年間の平均気温が20℃、日中の最高気温は22～26℃、最低気温は10～14℃と冷え込む

ことが多い。この地域では3月～5月の「長雨期」、11月～12月の「短雨期」と、年に2回の

雨季がある。年間の降水量は1,750mmであり、そのうちの約50％は長雨期に発生する。 

 

（2）社会・経済 

ナイロビ市の都市としての歴史は、前述のとおり19世紀末のウガンダ鉄道建設にまでさ

かのぼる。1896年に鉄道建設が開始されると、1899年に英国による鉄道建設のキャンプ及

び資材の供給デポがマサイ居住地域に設けられた。これがナイロビの発祥といわれる。1906
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年の人口は1万1,000人ほどであった。1919年にナイロビは市（Municipality）に認定された。

その後、人口は徐々に拡大していく。 

第2次世界大戦後の1948年に最初のナイロビ市マスタープランともいうべき都市計画案

が策定されているが、その際の人口は12万人を記録した。その後、ナイロビは地域の中核

としとして成長を続け、1963年にケニアが独立した際にはケニアの首都となった。独立時

の同市の人口は34万人に達していた。 

1969年からセンサス（人口統計）が開始され、10年ごとに更新されている。1969年の初

回のセンサスの人口は51万人であったが、1989年センサスでは100万人を超え、1999年セン

サスで200万人を、さらに最新の2009年センサスでは300万人を超えている。 

人口増加率でみると、独立以前は年率7％を超える非常に高い増加率で成長した同市は、

独立後も1960年代は7％近い増加率を維持した。1970年代以降は、都市の人口増加としては

かなり高い水準といえる5％弱で推移したが、2000年以降は4％弱の水準まで落ち着いてき

ている。 

 

表２－２ ナイロビ市の人口推移 

Year Population（1,000）
Average Annual Growth 

Rate（％） 
Remark 

1948 119 1st Masterplan（48） 

1963 342 7.29 Independence（63） 

1969 509 6.85 1st Census 

1979 828 4.99 2nd Masterplan（73） 

1989 1,325 4.81 3rd Census 

1999 2,143 4.93 4th Census 

2009 3,138 3.89 5th Census 
Source：City Council of Nairobi 

 

ケニアのGDPの地域別の集計については、正確な統計が限られているが、たとえば2006

年の土地省とナイロビ市役所（City Council of Nairobi：CCN）がとりまとめたConcept Paper, 

Nairobi Metropolitan Growth Strategyでは、ナイロビ市のGDPを国のGDPの51％と推計してい

る。同市あるいはナイロビ首都圏は、将来にわたってケニアの経済の牽引役を担い続ける

ことと想定され、ナイロビ市のケニアGDPへの貢献も高い水準で推移することが予見され

る。 

経済面でのナイロビ市の貢献は、主として第2次産業（製造業）及び第3次産業（サービ

ス産業）である。第2次産業では、同市及び周辺における農業地域の産品を原材料にした食

品加工業が多くみられる。他にはビールなどの飲料、機械（車両）、石鹸、建設資材、衣料、

化学製品などの製造が行われている。国際的な大企業のほか、分野によっては中小企業の

シェアも高い。また、ナイロビ市内などの都市地域において、大工、金属加工、家具製造、

車両の修理などの技術を有する労働者が雇用されている。 

ケニア全体における第3次産業のGDPへの貢献率は全体で67％に達する。ナイロビ市はケ

ニアの経済活動の中心であり、交通や通信の要衝であることから、第3次産業のナイロビ市
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への依存度は高く、交通・通信、小売、ホテル・飲食、不動産、教育、保険・福祉などが

特に集中している。またナイロビ市には多くの政府機関がおかれているため、こうした行

政機能に関連した雇用も多い。サービス業においては、フォーマルなものに加えて、イン

フォーマルな形態のサービス提供（データが補足されにくい）も相当な比率を占めるとい

われる。 

 

（3）都市化の現状 

現在、ナイロビ市は、農村部から都市部への膨大な人口移動により、都市が急速に拡大

している。都市の拡大は経済発展を牽引しているという側面が認められる一方で、必ずし

も都市住民の生活が改善しているとは限らない。特にナイロビ市ではスラムに住まざるを

えない中・低所得者の人口が急増している。 

このような状況を踏まえ、以下に都市化の問題について説明する。 

 

① 不十分な都市インフラ 

ナイロビ市の年間予算は市民1人当たりにすると4,500Ksh程度しかなく、これで開発経

費に加えて労務費などの経常費をカバーしなればならないことから、都市インフラの整

備に充てられる公的な開発原資が全般的に不足している。 

都市インフラには、上水や都市間道路、廃棄物管理など、必ずしも1つの地方自治体で

収まらない広域性のある都市インフラもあり、それらは中央政府が直轄で実施している

ものも少なくない。中央政府は比較的資金が集まっているが、中央と地方の意思疎通が

不十分、統一的な整備イメージを共有できないといった状況に陥ると、整備効果が発揮

されにくいといった問題が起こりがちである。こうした点について、中央と地方の調整

機能が不十分である。 

ケニア全体では開発資金が不足しており、このギャップを埋めるために官民連携

（Public Private Partnership：PPP）による民間資金の活用が模索されている。しかしPPP

の法制度整備は不十分であり、いまだにPPPによる成功事例を示すことができていない。 

 

② 劣悪な住環境 

ナイロビ市は総人口の30％程度にあたる100万人以上がスラム（インフォーマル居住）

地区に居住すると言われている。スラムがこれほど拡大した背景には、中低所得層であ

っても手の届く、安価な住宅の不足があげられる。低中所得者向けの住宅供給は公共セ

クターに負うところが多いが（住宅省が担当）、都市インフラの整備に充てられる開発原

資が不足するため供給量が限られている。民間デベロッパーによる住宅供給は中高所得

層を狙ったもので、安価な住宅供給にはあまり貢献していない。 

また、スラムなどのインフォーマル居住区が拡大する背景として、都市計画が30年以

上にわたり更新されず、またそれに基づく開発許認可も効率的に行われないなど、都市

計画の不在・実施能力の不足といった要因も影響を及ぼしている。都市計画の制度強化

や能力向上は、国レベルで検討されている都市開発政策でも指摘されている。 

インフォーマル地区は、基本的に公有地などを占有して家屋を建てたものが一定期間

を経過して恒久化されていくというパターンが多くみられる。占有をする居住者は所有
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権をもたないことが大半であるが、そうした条件のもとでも一定の要件を満たした場合

は土地保有（Land tenure）を認めるなど、土地保有の安定化を図る制度の弾力的な運用も

期待される。こうした方向性は国レベルで検討されている土地政策などでも推奨されて

いる。 

 

③ 無秩序な開発 

市内に大きなスラム地区が形成されていること以外にも、都市の無秩序な開発が見ら

れる。既成市街地の周辺では農地や荒れ地がそのまま道路や水道が未整備のまま都市化

され、居住環境の悪い無秩序な市街地が広がるスプロール現象が各所で見られる。 

また無秩序な開発が進む背景には、マスタープランがないことで、一部民間セクター

による開発に統制が取れないこともある。 

 

④ 社会サービスの不足 

上記①で都市インフラ（physical infrastructure）の不足について述べたが、学校や保健、

医療などの社会サービス（Social infrastructure）や公園、墓地などのオープンスペースの

不足が指摘されている。 

 

２－２ 上位計画等 

２－２－１ KENYA VISION 2030 

2007年をターゲットとしていた「富と雇用創出のための経済回復戦略（Economic Recovery 

Strategy for Wealth and Employment Creation：ERS）」の次期戦略として、2008～2030年までの長

期開発戦略であるKENYA VISION 2030を策定、同錬略の第一次5カ年中期計画（2008年～2012年）

とともに2008年6月から施行されている。 

KENYA VISION 2030は、経済、社会、政治の3つの柱を基に、国際的な競争力と高い生活の質

を誇る豊かな国になることを目標に掲げている。経済では、2012年以降、毎年10％以上の経済

成長率を25年以上継続させること、社会では、クリーンかつ安全な環境における公正で団結し

た社会を構築すること、政治では、国民の権利と自由を保障し、法律を遵守する問題解決型の

政治体制を基に民主主義を確立することであり、これらを達成するために、5カ年計画において

具体的な対策を進めることになっている。 

 

２－２－２ Nairobi Metro 2030 

ナイロビ首都圏開発省（Ministry of Nairobi Metropolitan Development：MoNMD）は、2008年4

月、大連立を背景にした大統領令により新たに創設された省である。MoNMDは2008年、ナイロ

ビ首都圏（Nairobi Metropolitan Region：NMR）を対象にしたNairobi Metro 2030を公表した。ナ

イロビ首都圏とは、ナイロビ首都圏開発省が新たに提示した首都ナイロビ市を含む広域圏

（32,000km2）である。 

Nairobi Metro 2030では、ナイロビ首都圏の将来目標として、A World Class African Metropolis

（世界クラスのアフリカの首都圏）を掲げ、7つの要素に展開して示した。主要な柱は、①国際

競争力があり包摂的な経済、②ユニークなイメージ及びアイデンティティの確立、③世界レベ

ルのインフラ構築、④安心・安全な地域、⑤モビリティの最適化とコネクティビティ、⑥世界
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クラスのガバナンス、⑦生活の質の拡充、である。ただし、開発の優先度や具体的な事業、ス

ケジュールに関しての記載はなく、観念的なものとなっている。 

 

２－３ 都市計画関連制度及び都市マスタープラン 

２－３－１ 1973年の都市計画 

計画の目標年次は、計画策定開始からおよそ30年後の2000年とし、中間目標を1985年とした。

1971年のナイロビ市の人口は59万人ほどであったが、2000年における計画人口は288万人と設定

された。実際のナイロビ市の人口推移では、2000年の人口は200万人を超えるくらいの水準であ

ったから、この計画目標はやや高めであった。 

1973年都市計画では都市計画やその実行について様々な提言がなされている。その主なもの

は以下のとおり。 

・中央街区（中心都市地域（Central Business District：CBD）地区）：世界の大都市で経験され

ているように、中央街区が大きくなりすぎると道路や駐車場にとられる面積が拡大し、機

能不全を起こすので、可能な限り郊外部の副都心などに機能集積を図る。また、中央街区

を囲むように広幅員の街路を回し、さらに郊外の住宅地及び工業地区に結節するバスウェ

ーを3路線を引き込む。 

・工業地区：工業地区は中央街区とともに雇用の核となっているため、可能な限り過集積を

させないことが重要である。どうしても拡大が必要な場合は、資本集約性の高く雇用数の

限定される、都市型の業種に限り拡大を図る。すでに市内で操業している工業の拡大にあ

たっては、可能な限り市内の他の立地を推奨する。 

・北部地区：コーヒーのプランテーションとなっている（当時）地区であるが、20世紀後半

には多くの部分が都市化すると考えられる。地形的に傾斜のきつい場所も少なくないので、

高密度の住宅や工業用地には適さないため、低密度の高所得者向けの住宅地とすべきであ

る。 

・南部地区：工業団地の南側にあたり、キベラやウィルソン空港周辺を含むこの地区は低・

中所得者用の住宅地として開発されるべきである。またウィルソン空港は市外の新たな場

所に移転すべきで、跡地は工業用地に適する。 

・カレン・ランガタ地区（西部）：中・高所得者向けの住宅地として継続利用する。 

・ダゴレッティ地区（西北部）：20世紀後半にかけて人口が爆発的に増加すると思われる。地

区内で雇用を吸収するために工業用地及び商業センターの開発が必要となる。 

・東部地区：いくつかの高所得者向けのエステートを除くと、おおむね中低所得者向けの住

宅地区とする。 

 

２－３－２ 関連法制度 

（1）地方自治法（Local Government Act、Cap265）及び改正地方自治法案（Local Government 

（Amendment）Bill） 

地方自治法は地方政府の構成、義務、権限あるいは地方議会、首長などについて定めた

法律で、地方自治の基本法ともいうべき法律である。ただし、新憲法において地方分権化

が打ち出されているため、地方自治法は大幅な改定が必要となる。すでに改正地方自治法

案が起草されているが、まだ国会で可決されていないため、今後内容が変更される可能性
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がある。 

現行の地方自治法では、第166条に都市計画についての規定があり、地方政府は、地域の

適正な開発にかんがみ、開発、土地利用、建物の建設を禁止あるいは制限できる、として

いる。 

 

（2）国土計画法（Physical Planning Act、1996/2009） 

1996年に施行されたケニアの法律（2009年に一部改正）で、土地利用計画などの空間管

理のための計画を中核にもつが、インフラなどの空間を規定しサービスを提供する物的な

施設を包含する、より広い概念である。 

Physical Planning Actは、下記の2点の重要な都市計画の権限規定をしている。 

 

・物的開発計画（Physical Development Plan）（Part IV、第16～28条） 

これは広域物的開発計画（Regional Physical Development Plan）及び地域物的開発計画

（Local Physical Development Plan）の策定を規定している。ただし法では、その策定主体

が、中央政府のDirector of Physical Planning（現在の組織では土地省及びナイロビ首都圏

開発省にその名前の部がある）のDirectorが主体となる書き方になっているが、新憲法が

規定する地方分権下では地方政府（CountyまたはCity/Municipality）に委譲される可能性

が高い。 

・開発管理（Control of Development）（Part V、第29～40条） 

地方自治体（Local Authority）に対して、①土地及び建物の利用及び開発の禁止または

制限、②既存の土地の分割、③申請された開発許可申請の許可及び開発許可の付与、④

物的開発計画の適正な実施、⑤ゾーニングを規定する条例の制定、⑥計画されたオープ

ンスペース、公園、林地、そのほかのグリーンベルトのための土地の確保の権限を付与

している（第29条）。 

 

（3）市街地・都市法（Urban Areas and Cities Act、2011） 

市街地・都市法（Urban Areas and Cities Act）は新憲法公布後に準備されている地方分権

関係の法律案の1つであったが、その中でいち早く2011年に国会の承認を得て施行された新

法である。この法律では、住民に対するサービス提供の主体として都市（City）と自治体

（Municipality）を定義し、その執行の枠組みや規律を制定したものである。同法では、ナ

イロビ都市計画に関連する重要な点が定められている。 

 

・都市（City）、町（Town）、首都（Capital City）（第5、6、10条） 

同法では市街地（Urban areas）のうちで、「都市（City）」と定義できるものは、①人口

50万人を擁すること、②本法の定める総合都市計画（Integrated city development plan）を

有すること、③これまでに運営に十分な収益を上げることを実証したこと、④管理につ

いて良好なシステムまたは良好な成績があること、⑤市民に対して効率的に必要なサー

ビスを提供する能力があること、⑥活発な市民参加の仕組みをもつこと、⑦道路、街灯、

市場、消防などのインフラ施設をもち災害対策機能をもつこと、⑧廃棄物処理の能力を

持つこと、の諸条件を備えたものとしている。 
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また、①人口25万人以上、②経済機能と財政能力、③本法の定める総合計画（Integrated 

development plan）を有すること、④効率的に必要なサービスを提供する能力があること、

⑤拡張のための十分なスペースを要件として町（Town）を定義している。 

さらに同法ではナイロビ市を国の首都（Capital city）と定め（第6条）、首都はCountyと

同等である（同2項）としている。そのうえで首都の責務として、①中央政府の諸機関、

②外交ミッションの事務局、③周辺の農村地域・町及び他の地域的、国際的な拠点都市

との効率的な交通ネットワーク、④商業及び工業に対する必要なインフラの提供を定め

ている（同3項）。また地方分権下における中央とCountyの役割における両者の合意を前

提に、ナイロビ市に対して、①首都としての行政機能の構築、②首都の運営及び活動に

必要な財政、③（中央政府と首都の）共同で行うプロジェクト、④紛争調停のメカニズ

ム、⑤その他の情報の権限を認めている（同6項）。 

・総合都市計画（Integrated city/urban development plan）（第36～42条） 

同法の特徴の1つは、都市または町の行政執行の基本として総合都市計画を位置づけて

いることである。同法36条には、総合都市計画の位置づけが述べられている。総合都市

計画は、①環境管理の計画準備、②不動産に対する課税評価の基礎の構築、③各種のイ

ンフラ（Physical infrastructure）及び社会サービス（Social infrastructure）の提供、④都市

の年次別の戦略計画（Strategy plan）、⑤災害予防及び対応（Disaster preparedness and 

response）、⑥水、電気、保健、通信、廃棄物管理を含むサービス提供、⑦地理情報シス

テム（GIS）の構築の基礎とならなければならない、としている。なお、④の年次別の戦

略計画（Strategy plan）とは、総合都市計画を踏まえて市議会で決議される市の年次計画

のことで、市または町の役員会（Board or town committee）は総合都市計画が策定された

ら速やかにこの年次計画を定めなければならないと規定している（同39条）。なお、市の

役員会（Board）とは都市を運営するために選任された11名以内の委員により構成される

（同13条）。 

また総合都市計画が反映すべき項目は次のように規定されている。①都市の長期的な

ビジョン、②都市の現状における開発状況の分析、③差別是正措置（Affirmative action）、

④開発優先順位及び目的、⑤国あるいは地方（County）レベルのセクター別計画との整

合した開発戦略、⑥土地利用管理のガイドラインを含む空間開発フレーム、⑦運営方針、

⑧災害管理計画、⑨都市農業の管理計画、⑩今後3年間の歳入予測を含む財務計画、⑪パ

フォーマンス指標及び数値目標、などである（同40条）。 

なお、策定された総合都市計画は、地方政府の執行役員会（County executive committee）

に提出され、執行役員会は30日以内に意見書を付けてこれを地方議会に提出しなければ

ならない（同41条）。 

 

２－４ 近年の開発動向 

（1）世界銀行 

世界銀行では、ケニアの都市セクターに対して3つの借款案件を実施及び計画中である。 

 

① Kenya Municipal Program（KMP） 

本プロジェクトは、2010年6月に借款供与が承諾され、2015年に完了する予定である。借
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款は通常の国際開発協会（International Development Association：IDA）の貸付条件で40年返

済。貸付内訳は世界銀行：USD100Million、AFD：USD45Million、スウェーデン国際開発協

力庁（Swedish International Development Cooperation Agency：SIDA）及びケニア政府がそれ

ぞれUSD10Million、合計USD165Millionである。実施機関は地方自治省である。 

コンポーネントは4つあり、i）組織強化（USD15million、分権化を支援し、中央と地方政

府における組織強化、能力向上及び政策立案を含む）、ii）参加型の戦略的都市開発計画

（USD15million、ステークホルダーの参加による物的な構造計画及び投資計画を含む戦略的

都市開発計画、計画立案へのコミュニティの参加、地方計画事務所（municipal planning office）

の設置を含む）、iii）インフラ及びサービス提供への投資（USD130million、可能性のある投

資分野として廃棄物管理、交通施設、街灯、市場、雨水排水、防災、都市公園・オープン

スペースなど）及びiv）プロジェクト・マネジメント、モニタリング及び評価となっている。 

 

② Kenya Informal Settlements Improvement Project（KISIP） 

本プロジェクトは、2011年6月に借款供与に承諾され、2016年6月に完成する予定である。

内訳はKMPとまったく同額であり、 IDA：USD100Million、フランス開発庁（French 

Development Agency：AFD）：USD45Million、SIDA及びケニア政府がそれぞれUSD10Million、

合計USD165 Millionである。実施機関は住宅省である。 

本プロジェクトには、4つのコンポーネントがあり、i）組織改革及びプログラムマネジメ

ント（住宅省、土地省、対象自治体）、ii）土地保有の安定化（セトルメント計画及び土地

保有安定に向けた取り組みの体系化及び拡大）、iii）インフラ政府及びサービス提供の強化、

及びiv）都市成長計画（インフラ整備、土地及び住宅の計画立案及び実施オプションの提供）

である。 

 

③ Nairobi Metropolitan Service Improvement Project（NaMSIP） 

本プロジェクトは計画段階のものであり、L/A未調印である。 

本プロジェクトは5つのコンポーネントがあり、i）組織改革及び組織開発（首都圏Authority、

County政府、廃棄物会社の設置支援を含む）、ii）総合的廃棄物管理（Integrated Solid Waste 

Management、ISWM）、iii）交通マネジメント（Mass Rapid Tranport（MRT）の試行、MRT

のルート選定及び効率性検討、非電動交通（non-motorized transport）の改善、既存のコミュ

ータ鉄道の改善、交通管制の改善、都市間の道路改善を含む）、iv）その他の地方自治体が

実施する公共サービス、及びv）プロジェクト・マネジメント、モニタリング及び評価であ

る。 

 

（2）フランス開発庁（AFD） 

フランス開発庁は交通や上水、電力を含むインフラセクターについては活発に援助を実施

しており、そのいくつかはナイロビあるいはその周辺地域に関連するが、都市計画関係では

世界銀行のKMP、KISIPの2案件（あるいは将来の可能性としてNaMSIPを含めた3案件）以外

には目立った援助を実施していない。 
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（3）スウェーデン国際開発協力庁（SIDA） 

SIDAもAFDと同様、上記した世界銀のKMP及びKISIPそれぞれにおいて、協調融資を行っ

ている。 

SIDAは上記以外にも、都市計画に関連する政策や能力強化の面で活発な支援を行っている。

SIDAの都市計画に関する協力の原則は、貧しい住民の都市計画への参加促進であり、大きく

①組織及び政策の改善支援、②草の根レベルの環境改善及び市民参加へのファイナンスの2点

を柱としている。 

 

（4）国際連合人間居住計画（UN Habitat） 

都市化や居住に関する様々な問題に取り組む国連機関であり、ケニアにおいても都市計画

やスラム改善などの分野で活発に活動している。 

 

① Kenya Slum Upgrading Project （KENSUP） 

KENSUPは住宅省を実施機関とし、2003年から実施されており、その目標は2020年までに

都市スラムに居住する530万人の生活を改善することである。UN Habitatはこのプロジェク

トに対して、USD300,000のグラントを供与している。プロジェクトのコンポーネントはi）

実施のための組織準備（関係省庁、自治体を集めたInter-Agency Coordination Committeeの設

置、事務局の設置など）、ii）社会・経済マッピング（各種サーベーの実施、キベラ地区の

社会経済プロファイリングなど）、iii）物的マッピング（デジタル地図整備など）、及びiv）

移転対象世帯の一時収容サイト（decanting site）の提供である。 

 

② Rapid Urban Sector Profiling for Sustainability（RUSPS） 

上記の1）と同様にスラムを主な対象としたRapid Urban Sector Profiling（RUSPS）と呼ば

れる簡易調査がケニアでナイロビ、キスム及びマヴォコの3都市で実施された。RUSPSは資

料による調査とスラム居住者などからのヒアリング及び都市計画関係者へのインタビュー

などによって実施される。 

UN Habitatは、ナイロビのRUSPSでは13のProjectが提案されているが、それらを包括する

ような形で、RUSPSの後継フェーズとしてParticipatory Slums Upgrading Program（PSUP）を

実施予定である。PSUPはEUからEuro 3Millionの支援によって実施される。 

 

２－５ 関連調査 

わが国の援助動向を表2-3に示す。 

 

表２－３ わが国の援助実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概要 

技術協力プロジ

ェクト 

2006-10 道路維持管理プロジェクト 道路省の職員を対象とした小規

模な道路損傷補修、点検を通じ

た適切な維持管理の指導 

2011-15 ナイロビ廃棄物管理能力向上プロ

ジェクト 

ナイロビ市役所を対象とした廃

棄物管理にかかる能力向上 



 

－18－ 

開発調査 1993-95 道路網整備マスタープラン ケニア全体を対象とした、クラ

スA、B、及びC道路に係る将来

道路網計画の策定 

1996-98 ナイロビ市廃棄物管理計画調査 廃棄物管理にかかるマスタープ

ランの策定 

1998-99 西部地区地方道改善計画調査 社会経済開発の基礎となるべき

地方道路改善計画の策定、優先

度の高い道路に係るフィージビ

リティ調査 

2000-02 道路維持管理システム整備計画調

査 

道路管理機関を中心とした、道

路維持管理事業促進のための官

民道路部門育成・能力向上計画

の策定 

2003-05 ナイロビ都市交通網整備計画調査 首都圏の交通現況分析、将来交

通網整備マスタープラン策定、

短期整備事業プレフィージビリ

ティ調査 

無償資金協力 2009-10 ナイロビ西部環状道路建設計画 未接続道路3路線（ML3、6、7

号線）の改修及び整備 

2012-14 ウゴング道路拡張計画 ナイロビ市内ウゴング道路のア

ダムスアーケード交差点からケ

ニヤッタ道路の交差点までの区

間（4.69km）を2車線から4車線

道路への拡幅 
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第３章 環境社会配慮 
 

３－１ 環境関連法制度 

３－１－１ 環境関連法規 

ケニアにおいて環境法にあたるのが、1999年に策定、2000年に施行された環境管理調整法（The 

Environmental Management and Coordination Act, 1999：EMCA）である。同法に基づき、管理機関

として国家環境評議会（National Environment Council：NEC）が、執行機関として環境管理庁

（National Environment Management Authority：NEMA）が設立された。 

また、EMCAの施行細則として、環境影響評価（Environmental Impact Assessment：EIA）及び

環境監査（Environmental Audit：EA）実施、大気汚染、水質汚染、廃棄物、騒音等の公害防止に

関する各種規則が順次策定された。 

その他の環境関連法規としては、野生動物保護、森林管理、水資源保全、労働者の健康安全

管理を定めた法が存在する。また、EMCAの施行を受けて、事業による天然資源の利用や工事実

施、施設建設の際に必要な当局への資源利用/開発許可申請の際に、EMCAに従って作成された

EIAの添付が求められている。 

なお、今後、化学物質の規制（Chemical Control）に関するEMCAの細則も策定予定とのこと

である。 

 

環境関連法規を表3-1に示す。なお、2010年憲法の施行に伴い、既存法規類の改訂が進んでい

るものもある。 

 

表３－１ 環境関連法規 

法規名 概要 管轄省庁等 

1．環境法 

The Environmental Management and Coordination Act, 

1999*改訂中 
公害防止、環境保全全般 

MEMR 

NEC 

NEMA 

1－1．環境影響評価（戦略的環境影響評価） 

The Environmental（ Impact Assessment and Audit）

Regulations, 2003 

* The Environmental （ Impact, Audit and Strategic 

Assessment）Regulations として改訂中 

環境影響評価及び環境監

査 実 施 手 続 き と EIA 

license取得の要件 

NEMA 

1－2．公害防止（Pollution Control） 

（Draft）The Environmental Management and Coordination

（Air Quality）Regulations, 2008 

* 国会通過済み、官報掲載待ち 

大気汚染管理 NEMA 

The Environmental Management and Coordination,（Water

Quality）Regulations 2006 

生活用水の水質基準及び

排水管理 
NEMA 

The Environmental Management and Coordination,（Waste

Management）Regulations 2006 
廃棄物規制・管理 NEMA 
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The Environmental Management and Coordination（Noise

and Excessive Vibration Pollution）（Control）Regulations,

2009 

騒音・振動管理 NEMA 

The Environmental Management and Coordination 

（Controlled Substances）Regulations, 2007 
オゾン層保護 NEMA 

The Environmental Management and Coordination

（ Conservation of Biological Diversity and Resources, 

Access to Genetic Resources and Benefit Sharing ）

Regulations, 2006 

生物多様性保全と遺伝資

源管理 
NEMA 

The Environmental Management and Coordination

（Wetlands, River Banks, Lake Shores and Sea Shore

Management）Regulations, 2009 

湿地、河岸、湖岸、海岸 

保全 
NEMA 

The Environmental（Prevention of Pollution in Coastal and

Other Segments of the Environment）Regulation, 2003 
港湾（船舶）排水等管理 NEMA 

2．自然環境、文化遺産関連 

The Wildlife（Conservation and Management）Act（Cap 376）

（1985）Revised Edition 2009 
野生動物の保全と管理 

森林・野生動

物省、KWS

The Forests Act, 2005 森林管理及び保全 
森林・野生動

物省、KWS

The Water Act, 2002 水資源保全 
水・灌漑省 

WRMA 

The Water Resources Management Rules, 2007 

地下水を含む取水管理及

び水質汚染防止（Water 

permit の取得要件） 

WRMA 

The National Museums and Heritage Act（Cap 216）（2006）

Revised Edition 2009 

国立博物館設立と文化遺

産の保全 

国家遺産・文

化省、NMK

3．事業実施（工事）にあたって配慮すべき法規 

The Occupational Safety and Health Act, 2007 労働者の安全・衛生管理 労働省 

The Public Health Act（Cap. 242） 

土地利用（開発）時の安

全かつ衛生的な生活環境

の維持 

公衆健康・衛

生省 

The Physical Planning Act（Cap. 286）Revised Edition 2010

（1996） 
地方当局からの開発許可 

国家開発計

画省、中央 /

県開発計画

連絡委員会 

The Energy Act, 2006 
エネルギー事業の施設建

設時の開発許可取得 

エネルギー

省 

The Way 

leaves Act（Cap. 292）Revised Edition 2010（1989） 

私有地におけるユーティ

リティ敷設手続き 
ケニア政府 

 

３－１－２ 社会配慮関連法規 

社会配慮関連法規は、人権、財産権などの保障がその基本であるため、個別法規ではないが、

2010年憲法、特に第4章の人権宣言（Bill of Rights）を関連法規類の原則としてあげる。2010年

憲法制定までは、ケニアには先住民族の定義あるいは先住民族の権利保護に関する法規は存在
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せず、ケニア国民の人権保護を目的としたケニア人権委員会（Kenya National Commission on 

Human Rights：KNCHR）によって先住民族も含めた人権問題への対処が実施されてきた。しか

し、2010年憲法の人権宣言では、疎外された（marginalised）コミュニティである「固有の文化

やアイデンティティを持つ伝統的なコミュニティ」、「伝統的な生活習慣や生計手段を維持して

きた土着（先住）コミュニティ」、「遊牧民あるいはそのコミュニティ」のニーズに配慮し、格

差是正措置をとることを定めている。 

なお、2010年憲法では、法規やその実施において、人種、性別、妊娠、配偶者の有無、健康

状態、民族や社会的な起源、肌の色、年齢、障害、宗教、良心、信念、文化、服装、言語、出

自に対する差別によって、不利益を被ってきたあるいは被っている人々を「疎外されたグルー

プ（marginalised group）」と定義し、一切の直接的、間接的な差別を禁じている。特に、議会に、

女性、障害者、青年、民族あるいはその他のマイノリティ、疎外されたコミュニティの代表が

含まれることを促進する法規を今後整備する、としている。 

加えて、2010年憲法では、第6章で、コミュニティによる土地所有を認める新しい土地所有形

態も定めており、用地取得の観点からも重要と考えられることから、個別法規と合わせて整理

する。 

 

表３－２ 社会配慮関連法規 

法規名 概要 管轄省庁等 

1．憲法 

The Constitution of Kenya, 2010 

新憲法、第4章の人権宣言で、

疎外されたグループあるいは

コミュニティの権利を保障。

第6章で、コミュニティによる

土地所有について規定 

全省庁 

2．土地関連 

Land Acquisition Act（Cap. 295）Revised Edition 

2010（1983） 

公益目的用地の取得手続きを

規定 
土地省 

Government Lands Act（Cap. 280）Revised Edition

2010（1984） 

政府用地に関する手続きを規

定 

土地省 

COL 

Trust Land Act（Cap. 288）Revised Edition 2010

（1970） 

地方行政府が所有する信託地

（Trust Land）に関する手続き

を規定 

土地省 

カウンシル 

地域土地委員

会（Divisional

Land Board）

Registration of Titles Act（Cap. 281）Revised Edition

2010（1982） 

土地の登記と所有権の委譲手

続きを規定 

土地省 

COL 

Registered Land Act（Cap. 300）Revised Edition 2010

（1989） 

登記された土地の記録につい

て規定 
土地省 

Land（Group Representatives）Act（Cap 287）Revised

Edition 2010（1970） 

グループの代表を土地所所有

者とする手続きを規定（慣習的

に利用されている土地に、法的

な所有者を定める手続き） 

土地省 

カウンシル 
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Land Adjudication Act（Cap 284）Revised Edition 

2010（1977） 

信託地の所有権を確定する裁

定手続きを規定 
カウンシル 

Land Consolidation Act（Cap 283）Revised Edition

2009（1977） 

特別地域にある土地（Land 

Adjudication Actの管理下にな

い信託地など）の整理統合に

係る所有権確認手続きを規定 

カウンシル 

Land Titles Act（Cap. 282）Revised Edition 2010

（1982） 

土地登記裁判所（Land 

Registration Court）の設置とそ

の権限等を規定 

土地省 

大統領任命の

権 利 記 録 者

（Recorder of 

Titles） 

Land Disputes Tribunals Act（Cap303A）Revised

Edition 2010（1990） 

土地紛争裁判所（Land 

Disputes Tribunals）の設置とそ

の権限等を規定 

土地省 

Landlord and Tenant（Shops, Hotels and Catering

Establishments）Act（Cap 301）Revised Edition 2010

（1984） 

テナントの権利等を規定 土地省 

Land Control Act（Cap. 302）Revised edition 2010

（1989） 
農地取引の手続きを規定 土地省 

Valuers Act（Cap.532）Revised Edition 2010（1985）
土地査定官（Valuer）の登録手

続きと資格要件を規定 
土地省 

3．人権保護 

The Kenya National Commission on Human Rights 

Act, 2002 
人権保護及び向上 KNCHR 

4．労働者保護 

The Employment Act, 2007 
労働者の権利保護、児童労働

の禁止 
労働省 

The Labour Relations Act, 2007 労働組合結成の権利 労働省 

The Work Injury Benefits Act, 2007 業務中の怪我、病気の補償 労働省 

 

３－２ 環境関連機関 

３－２－１ 環境行政組織 

（1）環境・鉱物資源省（Ministry of Environment and Mineral Resources：MEMR） 

MEMRは、国の発展のため、環境及び鉱物資源の保全、モニタリング、持続可能な管理

を行うことをそのミッションとしている。環境管理庁（NEMA）、ケニア気象局（Kenya 

Meteorological Department）、鉱物・地質局（Mines and Geology Department）、測量・リモー

トセンシング局（Department of Resource Surveys and Remote Sensing：DRSRS）を有し、環

境及び天然資源政策の策定、持続可能な鉱物資源の管理及び環境保全、自然資源管理及び

環境管理に必要な情報（データベース）の維持管理、土地資源及び地質関連調査の実施、

鉱物資源開発に関する調査及び商業利用に係る規則の策定、気象関連サービスを行う。 

 

また、MEMR傘下には、NEMA以外にも以下の6機関がEMCAによって設立されている。 
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・国家環境評議会（NEC） 

・国家環境行動計画委員会（National Environment Action Plan Committee：NEAPC） 

・基準・実施検討委員会（Standards and Enforcement Review Committee：SERC） 

・環境法廷（National Environment Tribunal：NET） 

・苦情委員会（Public Complaints Committee：PCC） 

・環境信託基金（National Environment Trust Fund：NETFUND） 

 

NECは、EMCAの附表1（First Schedule）に従って、MEMR大臣を議長に、環境保全に関

連する業務を所掌する省庁の事務次官及び公立大学、調査機関、産業界、NGOの代表を委

員とし、事務局であるNEMA長官で構成される。NECでは、EMCA関連政策の制定、環境保

護に係る国家目標の設定、中央政府・地方政府・民間・NGO間の協力促進を行う。 

NEAPCは、5年毎に国レベル、州レベル、県レベルでの環境行動計画を策定することを規

定するEMCAの規定に従い、国家環境行動計画を策定する。 

SERCは、大気汚染、水質汚染、騒音等の公害防止関連の環境基準・排出基準及び各パラ

メータの測定手順に係る技術的な検討を行い、NEMAに勧告、提言を行う。また、水域等の

うち、特に保護が必要な地域の保全に関するガイドラインや規則を検討し、NEMAに同内容

について提言を行う。 

NETは、NEMAによるライセンス発行、取り消し、却下及びライセンスへの付帯条件等

EMCA及び関連細則に基づく行政判断を審査する機能を持つ。NETは、文書による申し立て

がなされた場合に、その内容に関する証拠及び口頭弁論に基づく審理と裁定を行い、必要

な指示、命令、決定を下す。 

PCCは、環境の劣化・悪化が疑われる事項に対する申し立て、不服を調査し、NECに対し

て定期的に報告する機能を持つ。 

NETFUNDは、環境管理上必要とされる調査、出版、キャパシティ・ビルディング等に手

当される。 

 

（2）環境管理庁（NEMA） 

EMCAに基づいて設立されたNEMAは、環境影響評価及び公害管理を規定するEMCAの各

細則の執行機関であり、必要な細則を策定する権限も持つ。図3-1に示すように、長官、総

局の下に5局及び1支局がある。EIAの審査及びライセンスの発行、公害管理を担当している

のは、順守・執行局（Department of Compliance and Enforcement）である。同局の下に、順

守部（Compliance Division）及び執行部（Enforcement Division）があり、順守部の下には、

それぞれ細則に対応する課が配置されている。今後、大気質管理調整規則や化学物質の規

制に係る規則が施行されれば、それに対応した課が新設される予定である。 

現行の地方行政の枠組みの中で、NEMAは各州及び各県に、州知事及び県知事が議長を務

める地方環境委員会（ Provincial Environment Committee： PEC/District Environment 

Committee：DEC）を設置し、合わせてNEMAの州/県環境事務所（Provincial Environment 

Office：PEO/District Environment Office：DEO）が配置されている。また、州レベルでは、

州環境長官（Provincial Environment Director：PDE）が中央から派遣されている。 

なお、2010年憲法の施行に伴い、PEOは廃止され、カウンティの環境事務所として再編成
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される。また、DEOについては、今後制定されるカウンティの下のレベルの地方行政の仕

組みに従って再編成される見込みである。NEMAは、増大するEIAの審査、ライセンス発行、

環境監査結果の審査及び管理監査業務のより効率的な運営のため、地方環境事務所への権

限移譲を進めており、地方事務所の再編成と関連法規の改訂に合わせて、地方環境事務所

の機能が強化される予定である。 

NEMAの職員数は約500名、2010/2011年の年間予算は750万USDである。 

15名のスタッフを擁するEIA/SEAユニットには、年間80～100事業のEIA報告書が提出さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ NEMA組織図 

 

３－２－２ 社会配慮関連行政組織 

（1）土地省（Ministry of Lands：MOL） 

MOLには、管理局（Administration）、土地局（Lands）、土地計画局（Physical Planning）、

調査局（Survey）、土地裁定・調停局（Land Adjudication and Settlement）の5つの部局があり、

国内に約50の地方事務所を有する。 

土地局の長である土地担当官（Commissioner of Lands：COL）が、ケニア国内における公

共事業実施のための土地の公用収用を管轄している。土地省内の他部局では地方分権化が

推進されているが、公用収用を行う土地局だけは、中央政府にあるCOLがその全権限を有

している。 
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３－３ 環境アセスメントにかかる法制度と手続き 

３－３－１ 戦略的環境アセスメント実施に係る手続き 

（1）現行法規による規定 

EMCAには、戦略的環境アセスメント（Strategic Environmental Assessment：SEA）の実施

を求める規定はない。EIA/EA 2003では、雑則のセクション（Part VI）で、あらゆる政策

（Policy）、計画（Plan）、プログラム（Programme）を提案する関連省庁は、NEMAと協議の

うえで、どの政策、計画、プログラムが最も環境への影響が少なく、費用対効果が高いか

を決定するために戦略的環境アセスメント（Strategic Environmental Assessment：SEA）を実

施する（42条）、という規定がある。SEAに含まれるべき情報も記載（43条）されているが、

それ以上の明確な手続き規定等はない。 

一方で、NEMAはSEAガイドラインを策定し、SEAの基本概念やその効用、SEA実施手続

き、SEAの審査基準などを定めている。 

SEAの実施・審査手続きは、EIAのそれとほとんど変わらないが、SEAは政策、計画、プ

ログラムに対して実施されることから、特に政策に関するSEAの関連省庁からのコメント募

集及びパブリックコメントの期間がEIAと比較してかなり長くなっている。（関連省庁から

のコメント募集期間は、政策の場合は3カ月、計画/プログラムの場合は45日、パブリックコ

メントの期間は、政策の場合は6カ月、計画/プログラムの場合は60日である。） 

また、審査の過程でNEMAが必要に応じて外部の専門家意見を聴取する際、計画/プログ

ラムのSEAについては、EIAと同様、技術諮問委員会（Technical Advisory Committee：TAC）

だが、政策のSEAは、省庁間環境委員会（Inter Ministerial Committee on Environment：IMCE）

になる。 

政策に係るSEAの認可はNEMAではなく国家環境評議会（NEC）が行い、SEAが認可され

れば、環境・鉱物資源省の大臣から当該政策の担当大臣にその結果が伝えられる。 

 

３－３－２ 環境アセスメント実施対象となるプロジェクト 

（1）現行法に基づくEIA実施対象事業の決定 

現行法上、ケニアにはEIAの実施対象となる事業の明確な規定が存在しない。 

EMCAの附表2に示されている事業は、EMPを含み予備的環境影響評価とも言えるプロジ

ェクトレポートをNEMAに提出し、EIAの要否は、NEMAがプロジェクトレポートを審査（ス

クリーニング）したうえで決定する（EMCA 58条（1）（2））ことになっており、具体的な

EIA実施の判断基準は公表されていない。 

EIAガイドラインによると、スクリーニングの際は、以下に示す事項を総合的に検討し、

対象事業が引き起こしうる環境影響の大きさが判断されることになっている。 

・影響が及ぶ地域の脆弱性 

・公衆衛生・安全への影響 

・不確定かつ未知のリスクが生じる可能性 

・個別の影響が少なくとも累積的には重大な影響が生じる可能性 

・保護地域、絶滅危惧種やその生息地への影響の有無 

・事業活動の規模、手法、実施期間 

・廃棄物管理の対応 
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３－４ スクリーニング及び予備的スコーピング 

３－４－１ スクリーニングの結果 

現地調査の結果、本協力は、i）開発ビジョン策定、ii）都市構造計画（ストラクチャープラン）

策定、iii）土地利用計画作成、iv）都市インフラ整備基本構想策定、v）都市開発管理計画策定、

の内容からなることが明確になったが、これらは計画立案の段階であり、土地形状の変化や用

地取得等の環境・社会に対する影響は伴わないものと考えられる。また、地域特性に関しても、

スラム地域については現状のまま取り扱うこととするため、特に影響を受けやすい地域を対象

としていない。ただし、調査の早い段階から広範な環境社会配慮を実施する必要があるため、

表3-3に示す影響の大きさに関する評定に基づき環境カテゴリB（多少の影響が見込まれる）に

該当すると判断した。従って、本協力にあたっては、ケニアの法律上EIAは必要としない。 

 

３－４－２ 予備的スコーピングの結果 

本協力には道路・都市交通、電力、上・下水道、雨水排水、景観、廃棄物管理に係る基本構

想の策定が含まれるが、現段階では内容が特定されていないため環境社会に及ぼす影響を具体

的に評価するのは難しい。そのため想定されうる影響項目をもとに下記のとおり予備的スコー

ピングを行った。これを参考にして、本格調査において計画内容の検討をした後、再評価する

ことが望ましい。なお、開発ビジョンの策定にあたってはSEAレベルの環境社会配慮を行うため、

特に基本構想策定関連分野について幅広く現地踏査及び既存資料に基づいて現状を確認する必

要がある。 

 

表３－３ 予備的スコーピング一覧表 

番

号 
項目 影響 

影響を受け

る対象 

正

負
期間 

発生

確率 

影響の 

大きさ 

調査の必

要性 

社会環境 

1 住民移転 
土地利用の改変・用地占有に伴

う居住地、農地の消失 

計画区域内住

民 
負 計画段階 小 B 

資料・現地

調査 

2 経済活動 

土地利用改変に伴う生産機会の

喪失 

計画区域内住

民 

負 供用後 小 C 
資料・現地

調査 

都市化に伴う経済構造（雇用形

態）の変化による雇用機会の喪

失 

負 供用後 小 C 
資料・現地

調査 

都市化に伴う雇用機会の増加 正
工事中 

供用後 
小 C 

資料・現地

調査 

貧困エリアの移転・縮小 正 供用後 小 C 
資料・現地

調査 

医療・教育環境の向上 正 供用後 小 C 
資料・現地

調査 

3 
交通・生活施

設 

工事車両、交通施設の供用等に

よる交通量の増加による事故増

加、渋滞 

計画区域内住

民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

4 地域分断 

交通の阻害による地域社会の分

断、新たな道路等の建設による

地域生活、経済活動への分断等

の影響 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 C 資料調査 
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5 
貧困・少数民

族 

計画の便益の不平等な配分、裨

益者の偏り 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 C 資料調査 

6 遺跡・文化財 

土地利用の改変の伴う遺跡・文

化財等の消失、交通量の増加に

よる排気ガス・振動による損傷

計画区域内の

遺跡・文化財
負
工事中 

供用後 
小 C 

資料・現地

調査 

7 
水利権・入会

権等 

河川・湿地等の土地利用改変に

伴う漁業への影響 
なし 負    なし 

8 保健・衛生 
工事関係者等外部からの感染症

の持ち込み、疫病の流行 

工事区域内 /

近隣住民 
負 工事中 小 C 

資料・現地

調査 

9 廃棄物 

建設廃材、残土、処理施設から

汚泥等の発生、都市化に伴う一

般廃棄物等の発生 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

10 
災害（リス

ク） 

地盤崩壊・落盤・事故等の危険

性の増大 

工事区域内 /

近隣住民 
負 工事中 小 C 資料調査 

自然環境 

11 地形・地質 
掘削・盛土等による価値のある

地形・地質の改変 
地形・地質 負 工事中 小 C 資料調査 

12 土壌浸食 

策定した計画に基づく土地造

成・森林伐採後の雨水による表

土流出 

地形・地質 負 工事中 小 C 資料調査 

13 地下水 
過剰揚水による地下水位の低下

とそれに伴う汚染 
地下水 負 供用後 小 C 資料調査 

14 湖沼・河川 
埋立や廃水の流入による流速・

水質・河床の変化 
湖沼・河川 負

工事中 

供用後 
小 C 資料調査 

15 海岸・海域 
埋立等海岸工事による海岸地形

の変化、浸食、土砂堆積 
なし 負  小  なし 

16 動植物 

土地利用改変・造成等にともな

う生態系への影響 

計画地域内に

生息生育する

動植物 

負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

工事車両・交通量の増加による

排気ガス・騒音・粉塵等の生態

系への影響 

計画地域内に

生息生育する

動植物 

負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

海岸部のマングローブ・珊瑚

礁・藻場への影響 
なし 負  小  なし 

17 景観 
造成等による地形変化、構造物

による調和の阻害 
地域景観 正 供用後 小 B 

資料・現地

調査 

18 地球温暖化 
都市化に伴うエネルギー需要の

増加 
住民 負 供用後 小 C 資料調査 

公害 

19 大気汚染 

工事車両及び都市化の進行に伴

う交通量の増加に起因する排気

ガス、工事機器、車両の稼働に

よる粉塵の発生 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

20 水質汚濁 

都市化に伴う廃水負荷の増加、

工事及び工場等からの排水によ

る湖沼、河川、地下水の汚染 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

21 土壌汚染 
不適切に処分された有害物質、

重金属等による人体への影響 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 C 資料調査 

22 騒音・振動 
工事車両及び供用後の交通量の

増加に伴う騒音・振動 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 
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23 地盤沈下 
工事、生活・経済活動に伴う地

下水利用等による地盤沈下 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 C 資料調査 

24 悪臭 

交通量の増加に起因する排気ガ

スの増加、廃棄物処分場、下水

処理場からの悪臭の発生 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 B 

資料・現地

調査 

25 底質 

工事・工場排水の汚濁物質等の

堆積による河川・湿地の底質の

悪化 

工事区域内 /

近隣住民 
負
工事中 

供用後 
小 C 資料調査 

凡例： 
A：重大な影響が考えられる 
B：何らかの望ましくない影響が考えられる 
C：望ましくない影響は未定である 
D：望ましくない影響はほとんどないと考えられる 
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第４章 本格調査への提言 
 

４－１ 協力の目的 

2030年を目標としたナイロビ市の都市開発マスタープランの作成及び都市内開発のための政策、

制度、ガイドラインの策定を行うとともに、都市計画の策定に必要な技術移転を行う。 

 

４－２ 調査の内容 

本協力は、2012年7月に合意された討議議事録（R/D）に基づき実施する。なお、協力期間はお

おむね15カ月を予定している。協力の項目、内容は以下のとおりである。 

 

（1）成果 

1）2030年をターゲットとした都市開発マスタープランを策定する 

2）実施・管理プログラムを策定する 

3）優先開発地域及び優先プロジェクトを選定する 

4）都市内開発のための政策、制度、ガイドラインを策定する 

5）プロジェクト実施を通じて技術移転を行う 

 

（2）活動内容 

1）現状分析 

① 上位計画、関連計画等の収集・整理及び社会経済現況の整理 

② 既存関連法制度・基準、既存都市計画M/Pの分析・整理 

③ 関係機関・組織の役割・業務の分析・整理 

④ 土地利用現況の確認・分析 

⑤ 社会基盤施設等の整備状況の分析・整理 

⑥ 交通量調査 

⑦ 他ドナー及び他国の関連プロジェクト調査 

2）ナイロビ市の開発ポテンシャルと今後の開発にあたっての制約・課題・留意点の分析 

3）社会経済フレームワークの設定（2030年を目標年次とした計画フレーム） 

4）マスタープラン策定のための方策及びアプローチの策定 

5）開発ビジョンの策定 

6）ストラクチャープランの作成 

① ナイロビ市の中心都市区域（CBD）の設定 

② 中心都市区域以外の都市化が想定される区域（拠点地区）の設定 

③ 中心都市区域及び他拠点地区の担うべき機能・役割の設定 

④ ナイロビ市全域の土地利用基本方針 

⑤ 中心都市区域及び他拠点地区の想定人口の設定 

⑥ 中心都市区域と他拠点地区のネットワークの検討 

⑦ ナイロビ市全体の社会基盤施設整備に係る基本方針の検討 

7）戦略的環境アセスメント（SEA）を含む環境社会配慮 

8）土地利用計画の作成 
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① 用途地域区分の設定 

② 土地需要予測 

③ 土地利用計画の作成 

9）都市社会サービス現況確認（公共教育、医療、コミュニティ施設） 

10）各セクターの基本構想と土地利用計画との整合性確認（道路・交通、電力、上水、汚水

処理、通信、環境管理） 

11）都市開発・管理手法の検討（法制度、組織・体制及びプロセス、人材育成計画） 

 

４－３ 協力の全体工程と要員構成 

（1）協力の全体工程 

想定される協力のスケジュールは次のとおり。 

 

Month 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

Project                   

JCC ▲         ▲               ▲ 

Report 
▲         ▲     ▲          ▲    ▲ 

 
Notes：Joint Coordinating Committee：JCC, Inception Report：IcR, Interim Report：ItR 

Progress Report：PR, Draft Final Report：DfR, Final Report：FR 

 

なお、第4章4－4（5）に示すように2013年3月に大統領選挙が実施される。このため、協力

期間全体は15カ月間であるが、安全管理上、現地調査の期間が制限される可能性があるため、

前半部分に集中して必要なフィールド調査を行い、現地での活動が制限される間に分析業務

を行うよう調査工程を工夫することが必要である。 

 

（2）要員構成 

本協力は、次に示す分野をカバーする要員にてチームを構成し、実施することが適当と考

えられる。 

総括/都市開発 

土地利用計画 

道路・都市交通 

環境管理/環境社会配慮 

地理情報システム（GIS） 

産業振興 

電力計画 

上水道 

下水道/排水計画 

組織制度/人材育成 

情報通信 

廃棄物管理 

IcR ItR PR DfR FR 



 

－31－ 

社会経済調査/パブリックコンサルテーション 

 

４－４ 留意事項 

（1）既存計画との整合性 

本協力は、包括的な都市計画の策定を行うものであるが、現在、ナイロビ市においては、

セクターによって既存計画が策定されている。そのため、本協力を進めるにあたっては、既

存計画のレビューを行い、これらの計画と整合性のあるマスタープランとなるよう留意する。 

 

（2）ナイロビ市側への技術移転 

カウンターパート機関としては、ナイロビ市役所（CCN）が主要な役割を果たすことが期

待される。しかしながら、同所は事務局的な能力は有すると思われるが、技術的なキャパシ

ティは必ずしも十分ではない。このため、日常業務及びワーキンググループを通じて土地利

用計画、土地需要予測と分析、データの管理といった都市計画に係る基本的な知見・技術の

移転が図られるよう留意するともに、将来的にこうした都市計画を継続的に整備・管理する

組織形成に資するよう留意する。 

 

（3）ドナーとの関係 

各セクターにおいて、ドナーが支援を行っており、本プロジェクトについては非常に強い

関心を持っている。本協力は、戦略・政策レベルとして制度、組織面の提言も含まれること

から、適時EUや世界銀行等他ドナーとの情報共有を図りつつ進めていくことが必要である。 

 

（4）環境社会配慮 

本協力は「JICA環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月）上、カテゴリBに分類され、本格

調査においては、同ガイドラインに基づき戦略的環境評価（SEA）を適用し環境社会配慮調査

を行う。具体的には、計画策定にあたり、重要な環境社会影響項目とその評価方法を設定し、

再構築作業にあたって複数ある代替戦略・政策案の環境社会的側面の影響を含む比較検討を

行うこととする。ケニアには、SEAにかかるガイドライン（National Guidelines for Strategic 

Environmental Assessment in Kenya, Revised February, 2011）が制定されているため、実施方法、

手続きについては、このガイドラインの要件及びJICAガイドラインの要件を満たす形式で行

う必要がある。 

 

（5）プロジェクト期間中の大統領選挙実施について 

2013年3月に大統領選挙が予定されている。大統領選挙の前後は、安全管理上、ケニアへの

立ち入りが制限される可能性があるため、プロジェクトの実施スケジュール策定の際、注意

すること。また、決選投票になった場合は、2013年5月に実施される予定であるため、JICAの

安全管理情報等に従い、安全対策に十分留意する。 

 
 



付 属 資 料 

 

１．要請書 

 

２．Record of Discussion 
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